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１．はじめに 

持続可能な社会の構築に向けて、再生可能エネル

ギーのさらなる普及拡大が求められている。中でも

太陽光発電は日本においても導入が拡大し、事業化

も進められてきた。太陽光発電事業において経済性

を確保するためには、長期間安定した発電量を確保

する必要がある。そのためには、故障や性能劣化の

早期発見が重要である。本研究では大規模発電所を

対象に簡易的な故性能劣化評価法として、系列間の

出力関係の経年変化に基づく性能劣化評価法や変換

効率の経年変化に基づく性能劣化評価法を検討する。

なお、変換効率の算定には傾斜面日射量の計算精度

が影響を与えるため、これまで提案されてきた傾斜

面日射量推定モデルを用いて評価を行い、その日射

推定モデルについては推定精度の改良を試みる。 
 
２．研究方法 

本研究では神野新田町に設置された豊橋市所有の

「とよはしE-じゃん発電所」（出力：400 kW、20 kW
×20系列）を対象とした。太陽光発電システムの性

能は、発電量（出力）の多さで評価できるが、発電

量は気象条件など様々な要因により変化するため、

単純な発電量の比較では故障や性能劣化等の有無は

判断できない。また、同じ定格出力の太陽電池パネ

ルであっても、その発電量にはバラツキが存在する。

しかし、設置状況や設置条件が同じであればその発

電量の発電量比は年によらず同じように推移してい

くと考えられる。そこで、基準とする系列と他の系

列間の出力関係の経年変化に基づく性能劣化評価法

について、まず検討する。 
次に、月ごとに変換効率を求め、その経年変化に

基づく性能劣化評価法について検討する。変換効率

の計算では太陽電池パネルへの入射日射量が重要で

あるが、発電所では水平面全天日射量を計測してい

る場合が多く、この値から傾斜面全天日射量を求め

る必要がある。傾斜面全天日射量の推定モデルとし

て多くのモデルが提案されてきたが、そのモデルの

推定精度の改善についても検討を行う。 
 
３．研究結果 

3.1 系列間の出力関係の経年変化に基づく評価法 
まず、各系列の月発電量から各月の中央値を求め、

各系列の発電量のバラツキの程度を調べた。その結

果、多くの系列が中央値から±1.0%の範囲に収まっ

ているが、毎年特定の時期に出力が低下している系

列や全体的に出力が低い系列が見られた。次に月発

電量が中央値付近で推移している系列 16 を基準系

列として、他の系列の日発電量との比の経年変化を

求めた。その結果、各月の運転開始初年度と 2020
年の出力比の変化率は多くの系列ではほぼ±0.6 %
の範囲内に収まっているため、現時点では多くの系

列では著しい性能劣化は生じていないと考えられる。

なお、一部の月において発電所周辺に設置されたフ

ェンスに生えた植物の影による出力低下によって、

出力比の変化率の大きな減少が見られた。 
3.2 変換効率の経年変化に基づく評価法 
まず、傾斜面全天日射量推定モデル（Reindl モデ

ル、Erbsモデル、METPV-11）(1)~(3)の傾斜面全天日射

量の推定精度を、とよはしE-じゃん発電所で計測さ

れた水平面全天日射量と近隣の中学校で計測された

傾斜面全天日射量データを用いて検討した。その結

果、METPV-11 推定値は冬季に他の 2 つのモデルよ

りも推定値が低くなる傾向にあった。この点を改良

するために推定精度に影響を与えている可能性のあ

る要因を検討し改良を加えた結果、推定精度の改善

が見られた。次に、各モデルの推定値ととよはしE-
じゃん発電所の発電量から変換効率を求め、日射量

との関係から近似式（一次式）を作成した。その y
切片から各年の変換効率を求めた結果、どのモデル

においても多くの月で年による変動はあるものの著

しい低下傾向は見られなかった。そのため、現時点

では著しいシステムの性能劣化は生じていないと考

えられる。 
 
４．まとめ 

今回の評価では、現時点では著しいシステムの長

期的な性能劣化は生じていないと考えられる。しか

しながら、今後、変換効率の経年変化に基づく性能

劣化評価の精度を改善するために、傾斜面日射推定

モデルのさらなる精度向上が必要である。 
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